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とりまとめ案 


（地方税） 
 


 


 


 


 


○ 固定資産税 


○ 軽油引取税 


 







 
固定資産税 


 
 


１．据置特例を以下のとおり見直す。 


(1)住宅用地に係る据置特例（負担水準 80％以上の住宅用地に適


用）を平成 26年度に廃止する。 


(2)経過的な措置として、平成 25年度までは、負担水準 90％以上


の住宅用地を対象に据置特例を存置する。 


（注）都市計画税も同様に見直し。特定市街化区域農地について一般住宅


用地と同様の取扱いとする措置を継続。 


２．固定資産税については、住民や企業などの負担感に配意する


とともに、地方財政の根幹をなす税目であることや、いわゆる


バブル期から現在までの地価の動向等社会経済情勢の変化を踏


まえ、その間に実施された土地評価方法の変更や負担軽減措置


等の制度改正の点検を行い、平成 27 年度の評価替えまでに、公


平性、合理性、妥当性等の観点から総合的な検討を行う。また、


不動産取得税についても、同様の検討を行う。 


３．新築住宅等に係る固定資産税の減額措置については、住宅ス


トックが量的に充足している現状を踏まえ、住宅の質の向上を


図る政策への転換、適正なコストによる良質な住宅の取得等の


住宅政策の観点から、平成 26 年度税制改正までに、社会経済の


情勢を踏まえつつ、他の税目も含めた住宅税制の体系と税制上


支援すべき住宅への重点化等そのあり方を検討する。 
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軽油引取税 


 
 
 


１．軽油引取税に係る課税免除措置については、「特例利用率が極


めて低く、かつ、1 件当たりの免税額が経営規模に比して僅少な


もの」を廃止し、その他の課税免除措置については、３年延長す


る。 


 


２．軽油引取税に係る課税免除措置の適用期限延長後の取扱いにつ


いては、地球温暖化対策や燃料課税全体のあり方に関する議論も


あることから、東日本大震災からの復興状況、課税免除措置廃止


による国民生活への影響、国・地方を通じた財政事情等も勘案し


つつ、引き続き検討する。 


 


 


 


＜参考＞ 


特例利用率が極めて低く、かつ、１件当たりの免税額が経営規模に比して


僅少なもの 
 


・電気通信事業 


・放送事業 


・建設用粘土製品製造業（陶器、陶管） 


・鉄鋼業 


・自動車教習所 


・ゴルフ場 
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		とりまとめ案（固定）
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福島復興再生特別措置法（仮称）
の策定に伴う税制上の措置


23年12月7日


財務省







【背景】
○ 福島県においては、放射性物質による汚染及びそれに伴う風評被害により、県の産業全般が低
迷するとともに、住民の健康不安と相まって、産業・人口の流出が生じている。


○ 復興特区制度では、「産業集積の形成及び活性化を図ることを通じて東日本大震災により多数の
被災者が離職を余儀なくされ、又は生産活動の基盤に著しい被害を受けた地域」が課税の特例が適
用される主要な地域となっている。


【対応案】復興特区制度の地域要件の緩和
○ 福島県の全地方公共団体を課税の特例を含む復興推進計画の策定可能な地方公共団体とする。


復興特区制度における地域要件の緩和


産業集積の形成及び活性化を図ることを
通じて東日本大震災により多数の被災者
が離職を余儀なくされ、又は生産活動の基
盤に著しい被害を受けた地域


産業集積の形成及び活性化を図ることを
通じて東日本大震災により多数の被災者
が離職を余儀なくされ、又は生産活動の基
盤に著しい被害を受けた地域


福島県の全地方公共団体が課税の特
例を含む復興推進計画の策定可能


復興特区制度において
課税の特例が適用される主な地域
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復興産業集積区域における特別償却又は税額控除の特例


特別償却


取得等の時期
資産等の区分


～H26.3.31
H26.4.1～
H28.3.31


機械装置 100% 50%


建物・構築物 25%


税額控除


取得等の時期
資産等の区分


～H26.3.31
H26.4.1～
H28.3.31


機械装置 15%


建物・構築物 8%


特別償却


取得等の時期
資産等の区分


～H28.3.31


機械装置 100%


建物・構築物 25%


税額控除


取得等の時期
資産等の区分


～H28.3.31


機械装置 15%


建物・構築物 8%


【選択】 【選択】


平成28年３月31日までの間に、指定を受けた法人（注１）が復興産業集積区域において取得等した事業用設


備等について、特別償却又は税額控除ができる。
○機械又は装置：即時償却又は取得価格の15％の税額控除（注２）


○建物 ：取得価格の25%の特別償却又は８％の税額控除（注２）


（注１）福島県において雇用機会の確保に寄与する事業を行う者として指定を受けた法人。
（注２）当期の法人税額の20%相当額を限度。なお、20％相当額を超えた部分の金額については、４年間、繰越控除できる。


（注３）本措置、新規立地促進税制、法人税の特別控除はいずれかの選択適用。


復興特別区域制度 特例措置


拡充


※復興産業集積区域における研究開発税制の特例等も併せて適用可能 ※復興産業集積区域における研究開発税制の特例等も併せて適用可能
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避難解除区域における特別償却又は税額控除制度の創設


避難対象区域（注１）の設定の解除の日から５年の間に、被災事業者（注２）である旨の福島県の確認を
受けた法人が当該区域において取得等した事業用設備等について、特別償却又は税額控除ができる。
○機械又は装置：即時償却又は取得価格の15％の税額控除（注３）


○建物 ：取得価格の25%の特別償却又は８％の税額控除（注３）


（注１）避難対象区域：緊急避難準備区域（平成23年9月30日解除）、警戒区域及び計画的避難区域
（注２）被災事業者：平成23年3月11日時点で、避難解除区域内に事業所を有していた事業者
（注３）当期の法人税額の20%相当額を限度。なお、20％相当額を超えた部分の金額については、４年間、繰越控除できる。


（注４）本措置、法人税の特別控除の選択適用。


特別償却


取得等の時期
資産等の区分


～H26.3.31
H26.4.1～
H28.3.31


機械装置 100% 50%


建物・構築物 25%


税額控除


取得等の時期
資産等の区分


～H26.3.31
H26.4.1～
H28.3.31


機械装置 15%


建物・構築物 8%


特別償却


取得等の時期
資産等の区分


解除の日から５年間


機械装置 100%


建物・構築物 25%


税額控除


取得等の時期
資産等の区分


解除の日から５年間


機械装置 15%


建物・構築物 8%


【選択】 【選択】


復興特別区域制度 特例措置


※復興産業集積区域における研究開発税制の特例等も併せて適用可能 ※復興産業集積区域における研究開発税制の特例等も併せて適用可能


拡充


要件緩和
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避難解除区域において被災被用者を雇用している場合の税額控除制度の創設


避難対象区域（注１）の設定の解除の日から３年の間に、被災事業者（注２）である旨の福島県の確認を受けた法人が、
確認を受けた日から５年の間の避難解除区域の事業所における被災被用者（注３）に対する給与等支給額の20%を法
人税額の20%を限度と税額控除できる措置を創設する。
（注１）避難解除区域：緊急時避難準備区域（平成23年9月30日解除）、警戒区域及び計画的避難区域


（注２）被災事業者：平成23年3月11日時点で、避難解除区域内に事業所を有していた事業者
（注３）雇用されている被災者。被災者は次のいずれか。


①平成23年3月11日時点で避難対象区域（警戒区域、計画的避難区域、緊急時避難区域）内の事業所で勤務していた者
②平成23年3月11日時点で避難対象区域（警戒区域、計画的避難区域、緊急時避難区域）内に居住していた者


（注４）本措置、事業用設備の特別償却等はいずれかの選択適用。


被災被用者に対する
給与等支給額


× 10％の税額控除


被災者を雇用


復興特別区域制度


被災被用者に対する
給与等支給額


× 20％の税額控除


被災者を雇用


特例措置


拡充


要件緩和
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平成 23年 12月 7日 


 


 
要望項目等に関する最終整理案 


［地方税］ 


 
【個人住民税関係】 


（他税目に共通するものを含む） 







 


  


諸控除の見直し（案） 


 


 


○ 給与所得控除の見直し 


  所得税における給与所得控除の見直しを、個人住民税に反映させる。 


 （注）上記の改正は、平成 26 年度分以後の個人住民税について適用する。 


 


○ 退職所得課税の見直し 


所得税における退職所得課税の見直しを、個人住民税に反映させる。 


 （注）上記の改正は、平成 25 年１月１日以後に支払われるべき退職手当等


について適用する。 
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個人住民税（案） 


 


【延長・拡充等】 


（金融要望－１） 


○ 非課税口座内の少額上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等の非課税


（いわゆる「日本版ＩＳＡ」）について、次の措置を講ずる。 


⑴ 非課税口座年間取引報告書に記載すべき事項のうち繰越取得対価の額


の記載を不要とするとともに、非課税口座内保管上場株式等について行わ


れた株式分割等により非課税口座に受け入れた上場株式等がある場合に


は、その数、事由等を記載することとする。 


⑵ 非課税口座開設確認書の交付申請書と非課税口座開設届出書について、


これらの書類を同時に金融商品取引業者等の営業所の長に提出できる取


扱いとすることとする。 


 


（金融要望－７） 


○ 上場株式等に係る譲渡損失と配当所得との損益通算及び繰越控除の特例


等の適用対象となる上場株式等の譲渡の範囲に、信託会社（信託業務を営む


金融機関を含む。）の国内にある営業所に信託された上場株式等の譲渡で、


当該信託会社を通じて、外国証券業者への売委託により行うもの又は外国証


券業者に対して行うものを追加する。 


 


（厚労要望－16、環境要望－２） 


○ 収用等に伴い代替資産を取得した場合の課税の特例等について、次の見直


しを行うこととする。 


⑴ 収用対象事業用地の買取に係る簡易証明制度の対象に、社会福祉法人等


の設置に係る児童発達支援センターを追加する。 


⑵ 新たに土地収用法上の収用適格事業に位置付けられた汚染廃棄物等の


処理施設の整備に関する事業により土地等が買い取られる場合を本特例


の対象とする。 
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（国交要望－12） 


○ 優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得の課


税の特例の対象となるマンション建替事業の施行者に対する土地等の譲渡


について、次に掲げる施行再建マンション（マンション建替事業により建設


される再建マンションをいう。）の区分に応じそれぞれ次に定める要件を満


たすものの建築の事業の用に供される土地等の譲渡とする。 


⑴ 施行再建マンションのうち、各住戸の戸境壁を再構築することにより、


その各住戸の専有部分の面積を変更することができる構造となっている


もの その施行再建マンションの住戸の平均床面積が、次に掲げる住戸の


区分に応じそれぞれ次に定める面積以上であること。 


① 建て替えられるマンションに現に入居している単身者（同居する親族


がいない者をいう。）が入居すべき住戸 25 ㎡ 


② 建て替えられるマンションに現に入居している 60 歳以上の者で、所


得水準等から勘案して 50 ㎡以上の住戸とするための資金負担に耐えら


れないと認められる者（単身者を除く。）が入居すべき住戸 30 ㎡ 


③ ①及び②の者以外の者が入居すべき住戸 50 ㎡ 


⑵ 上記⑴以外の施行再建マンション その施行再建マンションの各住戸


の床面積が、上記⑴①から③までに掲げる住戸の区分に応じそれぞれ上記


⑴①から③までに定める面積以上であること。 


 


（国交要望－12） 


○ マンション建替え円滑化法施行規則の一部改正に伴い、次に掲げる特例の


対象となるマンション建替事業により建設される施行再建マンションの床


面積に係る要件について、都道府県知事が定める基準以上であることとする。 


⑴ 換地処分等に伴い資産を取得した場合の課税の特例 


⑵ 特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の1,500万円特別


控除 
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（国交要望－48、経産要望－39） 


○ 低炭素まちづくり促進法（仮称）の制定に伴い、同法に規定する認定省エ


ネルギー建築物（仮称）のうち一定の住宅について、所得税における住宅借


入金等特別税額控除の適用がある者（平成 24 年及び平成 25 年に入居した者


に限る。）のうち、当該年分の住宅借入金等特別税額控除額から当該年分の


所得税額（住宅借入金等特別税額控除の適用がないものとした場合の所得税


額とする。）を控除した残額があるものについては、翌年度分の個人住民税


において、当該残額に相当する額（当該年分の所得税の課税総所得金額等の


額に 100 分の５を乗じて得た額（ 高 9.75 万円）を限度とする。）を減額す


る。 


 


（国交要望－31） 


○ 居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の繰越控除等の適用期限を２年


延長する。 


 


（国交要望－32） 


○ 特定居住用財産の譲渡損失の繰越控除等の適用期限を２年延長する。 


 


 


【縮減・廃止等】 


（文科要望－３） 


○ 国に対して重要文化財に準ずる文化財を譲渡した場合の譲渡所得の課税


の特例（２分の１課税）について、次の措置を講じた上、その適用期限を２


年延長する。 


⑴ 本特例の適用対象を文化財保護法の規定により重要有形民俗文化財と


して指定された資産とする。 


⑵ 本特例の対象譲渡先の範囲に、地方公共団体（現行：国）を追加する。 


 


（農水要望－２、３） 
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○ 山林所得に係る森林計画特別控除について、次の見直しを行った上、その


適用期限を３年延長する。 


⑴ 森林法の改正に伴い、本特例の対象者を同法に規定する森林経営計画の


認定を受けた者とする。 


⑵ 山林の伐採又は譲渡に係る収入金額が3,000万円を超える者の3,000万


円を超える部分の控除率を 10％（現行：一律 20％）に引き下げる。 


（注）改正前の森林法に規定する森林施業計画の認定を受けた者についての所


要の経過措置を講ずる。 


 


（国交要望－23、国交見直し－１） 


○ 特定の民間住宅地造成事業のために土地等を譲渡した場合の1,500万円特


別控除について、適用対象から一団の住宅建設に関する事業を除外した上、


その適用期限を３年延長する。 


 


（国交要望－30） 


○ 特定の居住用財産の買換え及び交換の場合の長期譲渡所得の課税の特例


について、譲渡資産の譲渡対価に係る要件を 1.5 億円（現行：２億円）に引


き下げた上、その適用期限を２年延長する。 


（注）上記の改正は、平成 24 年１月１日以後に行う居住用財産の譲渡につい


て適用する。 


 


 


【その他】 


（内閣府要望－９、文科要望－５、厚労要望－31） 


○ 子ども・子育て新システムに基づく給付について、所要の法整備が行われ、


税制上の措置が必要となる場合には、次の措置を講ずる。 


⑴ 個人住民税を課さないこととする。 


⑵ 地方税の滞納処分による差押えを禁止する。 
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（厚労要望－７） 


○ 平成 24 年度以降の子どものための現金給付について、所要の法整備が行


われ、税制上の措置が必要となる場合には、次の措置を講ずる。 


⑴ 個人住民税を課さないこととする。 


⑵ 地方税の滞納処分による差押えを禁止する。 


 


（厚労要望－17） 


○ 医療費控除の対象範囲に、介護福祉士等が診療の補助として行う喀痰
かくたん


吸引


等に係る費用の自己負担分を追加する。 


 


（厚労要望－14） 


○ 雇用保険法の失業等給付について、所要の法律改正が行われ、税制上の措


置が必要となる場合には、次の措置を講ずる。 


⑴ 個人住民税を課さないこととする。 


⑵ 地方税の滞納処分による差押えを禁止する。 


 


（要望なき事項－２） 


○ 給与支払報告書又は公的年金等支払報告書（以下「給与支払報告書等」と


いう。）を提出する場合において、給与支払報告書にあっては所得税に係る


給与所得の源泉徴収票の提出について、公的年金等支払報告書にあっては所


得税の公的年金等の源泉徴収票の提出について、当該源泉徴収票に記載すべ


きものとされる事項を電子情報処理組織（e-Tax）を使用して送付する方法


又は当該事項を記録した光ディスク等を提出する方法によらなければなら


ない者は、当該給与支払報告書等の提出について、当該給与支払報告書等に


記載すべきものとされる事項を電子情報処理組織（eLTAX）を使用して送付


する方法又は当該事項を記録した光ディスク等を提出する方法によって行


わなければならないこととする。 


 （注）上記の改正は、平成 26 年１月１日以後に提出する給与支払報告書等


について適用する。 
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（要望なき事項－３） 


○ 公的年金等に係る所得以外の所得を有しなかった者が寡婦（寡夫）控除を


受けようとする場合の申告書の提出を不要とする。 


 （注）上記の改正は、平成 26 年度分以後の個人住民税について適用する。 


 


（要望なき事項－４） 


○ 特別徴収義務者が退職手当等の支払を受ける者等から提出を受けた退職


所得申告書等の保管・提出について、国税における源泉徴収関係書類の保


管・提出の取扱いの法令化を踏まえ、所要の措置を講ずる。 


 （注）上記の改正は、平成 25 年１月１日以後に提出すべき退職所得申告書


等について適用する。 


 


 


【検討事項】 


○ 配偶者控除については、配偶者控除を巡る様々な議論、課税単位の議論、


社会経済状況の変化等を踏まえながら、引き続き、抜本的に見直す方向で検


討する。 


 


○ 金融証券税制については、投資リスクの軽減等を通じて一般の投資家が一


層投資しやすい環境を整えるため、平成 26 年に上場株式等の配当・譲渡所


得等に係る税率が 20％本則税率となることを踏まえ、その前提の下、平成


25 年度税制改正において、公社債等に対する課税方式の変更及び損益通算範


囲の拡大を検討する。 


 


（要望なき事項－８） 


○ 生命保険料控除など政策目的へのインセンティブの色彩が強い控除の在


り方については、個人住民税の「地域社会の会費」としての性格や地域主権
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改革の推進等の観点のほか、公的保障の補完としての性格や国民の自助努力


の支援等の観点を踏まえ、検討する。 
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		00 最終整理案（表紙）

		（個人住民税）最終整理案v4










平成 23年 12月 7日 


 


 
要望項目等に関する最終整理案 


［地方税］ 


 
【法人住民税、事業税関係】 


（他税目に共通するものを含む） 







法人住民税・事業税（案） 


 


【延長・拡充等】 


（内閣要望－１） 


○ 東日本大震災による原子力災害からの復興を推進するため、福島復興


再生特別措置法（仮称）の制定を前提に、次の措置を講ずる。 


 ⑴ 福島県全域に係る措置 


   福島復興再生特別措置法（仮称）の規定により福島県の全ての地方


公共団体が東日本大震災復興特別区域法の課税の特例を含む復興推


進計画を作成することができる特定地方公共団体の対象となること


に伴い、福島県の地方公共団体が作成した認定復興推進計画に基づき


適用することができることとされた次の東日本大震災の被災者等に


係る国税関係法律の臨時特例に関する法律における法人税の措置を


法人住民税及び法人事業税に適用する。この場合における次の③の措


置のうち開発研究用資産の減価償却費を特別試験研究費として取り


扱う措置については中小企業者等に適用することとする。 


  ① 復興産業集積区域において機械等を取得した場合の特別償却又


は税額控除制度（平成 28 年３月 31 日まで即時償却ができることと


する。） 


  ② 復興産業集積区域において被災雇用者等を雇用した場合の税額


控除制度 


  ③ 復興産業集積区域において開発研究用資産を取得した場合の特


別償却制度等 


  ④ 再投資等準備金制度 


  ⑤ 再投資設備等を取得した場合の特別償却制度 
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 ⑵ 避難解除区域に係る措置 


  ① 福島復興再生特別措置法（仮称）の規定により被災事業者である


旨の福島県の確認を受けた事業者が、避難対象区域の設定の解除の


日から同日以後５年を経過する日までの間に、機械装置、建物等及


び構築物の取得等をして、これをその避難対象区域の設定を解除さ


れた区域内において事業の用に供した場合に選択適用できること


とされる法人税の特別償却又は税額控除を法人住民税及び法人事


業税に適用する。 


  ② 事業者が、避難対象区域の解除の日から同日以後３年を経過する


日までの間に福島復興再生特別措置法（仮称）の規定により被災事


業者である旨の福島県の確認を受けた場合において、その確認を受


けた日と避難区域の設定の解除の日とのいずれか遅い日から同日


以後５年を経過する日までの期間（以下「適用期間」という。）内


の日を含む各事業年度の適用期間内において、その避難区域の設定


を解除された区域内に所在する事業所に勤務する被災雇用者等に


対して給与等を支給する場合には、その支給する給与等の額のうち


その各事業年度の所得の金額の計算上損金の額に算入されるもの


の20％の税額控除ができる法人税の措置を法人住民税に適用する。 


 


（国交要望－14） 


○ 関西国際空港及び大阪国際空港の一体的かつ効率的な設置及び管理


に関する法律の制定に伴い、同法に規定する新関西国際空港株式会社及


び指定会社に係る法人事業税について、資本金等の額の６分の５に相当


する金額を資本金等の額から控除する資本割の課税標準の特例措置を


２年間講ずる。 
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なお、関西国際空港株式会社及び指定造成事業者に対する資本割の課


税標準の特例措置については、上記特例措置の新設に伴い廃止する。 


 


（経産要望－23） 


○ 法人住民税について海外投資等損失準備金制度の適用期限を２年延


長する。 


 


（総務要望－６、文科要望－６、厚労要望－34、農水要望－14、経産要望


－26、国交要望－59、環境要望－８） 


○ 中小企業者等の試験研究費に係る法人住民税の特例措置について、試


験研究費の増加額に係る税額控除又は平均売上金額の 10％を超える試


験研究費に係る税額控除を選択適用できる制度の適用期限を２年延長


する。 


 


 


【その他】 


（総務要望－３） 


○ 地方公共団体情報処理機構法（仮称）の制定を前提に、地方公共団体


情報処理機構（仮称）について法人事業税の非課税措置を講ずる。 


 


（経産要望－13） 


○ 電気供給業を行う法人の事業税の課税標準である収入金額を算定す


る場合において控除される収入金額の範囲に、電気事業者による再生可


能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に規定する賦課金を追加


する措置を講ずる。 
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（要望にない項目等－１） 


○ 法人住民税等に係る還付加算金の起算日について、法人税の更正等を


受けて期限後修正申告等を行い、その後減額更正を受けた場合は、納付


の日の翌日から還付加算金を計算するよう、所要の措置を講ずる。 


 


 


【検討項目】 


（金融要望－６、経産要望－14、15） 


○ 現在収入金額課税を行っている電気供給業、ガス供給業及び保険業に


係る法人事業税の課税方式については、中長期的に検討する。 


 


（厚労要望－21、22） 


○ 事業税における社会保険診療報酬に係る実質的非課税措置について  


は、国民皆保険の中で必要な医療を提供するという観点や税負担の公平


を図る観点を考慮した上で、地域医療を確保するために必要な措置につ


いて引き続き検討する。 


 事業税における医療法人に対する軽減税率については、税負担の公平


を図る観点や、地域医療を確保するために必要な具体的な措置等につい


てのこれまでの議論を踏まえつつ、平成 25 年度税制改正において検討


することとする。 
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○ 次の事項（要望番号）については、国税と同様の取り扱いとする。 


 


【拡充・延長等】 


   ・総 務 省－７、８ 


   ・厚生労働省－16、29、33 


   ・農林水産省－16、17、18、19 


   ・経済産業省－24、25、31、32 


   ・国土交通省－12、44、58 


   ・環 境 省－２、３ 


 


【廃止・縮減等】 


   ・内 閣 官 房－見直し１ 


   ・総 務 省－見直し１ 


   ・農林水産省－３ 


   ・国土交通省－23、見直し１ 


 


【その他】 


   ・金 融 庁－２、３、12 


   ・総 務 省－３ 


      ・財 務 省－１ 


   ・厚生労働省－17、27 


   ・経済産業省－16、21 


   ・国土交通省－13、46 
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		00 最終整理案（表紙）

		（法人二税）最終整理案v3










平成 23年 12月 7日 


 


 
要望項目等に関する最終整理案 


［地方税］ 


 
【固定資産税、都市計画税関係】 


（他税目に共通するものを含む） 







固定資産税の負担調整措置等の見直し（案） 


 


（要望にない項目等－10、農水要望－11、国交要望－21、22） 


○ 土地に係る固定資産税の負担調整措置 


  平成24年度から平成26年度までの土地に係る固定資産税の負担調整


措置について、次のとおりとする。 


⑴ 商業地等 


イ 負担水準が 70％を超える商業地等については、当該年度の評価額


の 70％を課税標準額とする措置を継続する。 


ロ 負担水準が 60％以上 70％以下の商業地等については、前年度の課


税標準額を据え置く措置を継続する。 


ハ 負担水準が 60％未満の商業地等については、前年度の課税標準額


に当該年度の評価額の５％を加えた額を課税標準額とする措置を継


続する。ただし、当該額が、評価額の 60％を上回る場合には 60％相


当額とし、評価額の 20％を下回る場合には 20％相当額とする措置も


継続する。 


ニ 課税標準額の上限である評価額の 70％の場合に算定される税額


から、地方自治体の条例の定めるところにより、当該年度の評価額


の 60％から 70％の範囲で条例で定める割合により算定される税額


まで、一律に減額することができる措置を継続する。 


⑵ 住宅用地 


イ 前年度の課税標準額が当該年度の評価額に住宅用地特例割合（６


分の１又は３分の１）を乗じて得た額（以下「本則課税標準額」と


いう。）以下の住宅用地については、前年度の課税標準額に、本則


課税標準額の５％を加えた額を課税標準額とする。ただし、当該額
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が、本則課税標準額を上回る場合には本則課税標準額とし、本則課


税標準額の 20％を下回る場合には 20％相当額とする。 


ロ ただし、経過的な措置として、平成 24 年度及び平成 25 年度につ


いては、次の措置を講ずる。 


(ｲ) 負担水準が 90％以上の住宅用地については、前年度の課税標準


額を据え置く。 


(ﾛ) 負担水準が 90％未満の住宅用地については、前年度の課税標準


額に、本則課税標準額の５％を加えた額を課税標準額とする。た


だし、当該額が、本則課税標準額の 90％を上回る場合には 90％相


当額とし、本則課税標準額の 20％を下回る場合には 20％相当額と


する。 


⑶ 据置年度において地価が下落している場合に簡易な方法により価


格の下落修正ができる特例措置を、平成 25 年度及び平成 26 年度も継


続する。 


⑷ 商業地等及び住宅用地に係る固定資産税について、地方自治体の条


例の定めるところにより、税額が前年度税額（前年度に条例減額制度


が適用されている場合には、減額後の税額）に 1.1 以上で条例で定め


る割合を乗じて得た額を超える場合には、当該超える額に相当する額


を減額することができる措置を継続する。 


⑸ 農地 


イ 一般農地及び一般市街化区域農地については、現行と同様の負担


調整措置を継続する。 


ロ 特定市街化区域農地については、一般住宅用地と同様の取扱いと


する措置を継続する。 
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○ 土地に係る都市計画税の負担調整措置 


  固定資産税の改正に伴う所要の改正を行う。 


 


 


【検討事項】 


○ 固定資産税については、住民や企業などの負担感に配意するとともに、


地方財政の根幹をなす税目であることや、いわゆるバブル期から現在ま


での地価の動向等社会経済情勢の変化を踏まえ、その間に実施された土


地評価方法の変更や負担軽減措置等の制度改正の点検を行い、平成 27


年度の評価替えまでに、公平性、合理性、妥当性等の観点から総合的な


検討を行う。また、不動産取得税についても、同様の検討を行う。 
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固定資産税・都市計画税（案） 


 


【延長・拡充等】 


（内閣官房－１） 


○ 平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発


電所の事故に係る避難等の指示が解除されていない区域のうち、各年度


において市町村長が指定する区域内に所在する土地及び家屋に係る固


定資産税及び都市計画税を免除する措置について、平成 25 年度以後当


分の間の措置とする（現行平成 23 年度及び平成 24 年度のみ）。 


 


（内閣官房－１） 


○ 平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発


電所の事故に係る前年度の課税免除の対象区域であって新たに課税免


除の対象外となる区域のうち市町村長が指定する区域内の土地及び家


屋に係る固定資産税及び都市計画税の減額措置について、次の措置を講


ずる。 


⑴ 減額対象期間を課税免除の対象外となってから原則３年度分（現行


単年度分）に延長する。 


⑵ 平成 25 年度以後当分の間、各年度において新たに課税免除の対象


外となる区域に係る措置とする（現行平成 24 年度のみ）。 


 


（経産要望－27、農水要望－13、環境要望－７） 


○ 電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置


法に規定する再生可能エネルギー源（太陽光、風力、水力、地熱、バイ


オマスに限る。）を電気に変換する一定の設備で同法に規定する認定を
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受けたものを取得する場合における当該設備に係る固定資産税につい


て、課税標準を 初の３年間価格の３分の２とする措置を２年間講ず


る。 


 


（国交要望－２） 


○ 鉄道事業者等がその事業の用に供する鉄道施設等を高齢者、障害者等


の移動等の円滑化の促進に関する法律に規定する公共交通移動等円滑


化基準に適合させるために実施する一定の鉄道駅等の改良工事により


取得する一定の家屋及び償却資産に係る固定資産税及び都市計画税に


ついて、課税標準を 初の５年間価格の３分の２とする措置を２年間講


ずる。 


 


（文科要望－１） 


○ 図書館、博物館及び幼稚園に係る固定資産税及び都市計画税の非課税


措置について、対象に特例民法法人から一般社団法人又は一般財団法人


に移行した法人（非営利型法人であって、遊休財産額が一定の基準を満


たすもののうち、年間収入額 5,000 万円以下のものに限る。）が設置す


る図書館、博物館及び幼稚園を追加する。 


 


（厚労要望－17） 


○ 老人居宅介護等事業、老人デイサービス事業、老人短期入所事業、小


規模多機能型居宅介護事業及び認知症対応型老人共同生活援助事業の


用に供する固定資産に係る固定資産税及び都市計画税の非課税措置に


ついて、対象となる事業に複合型サービス福祉事業を追加するとともに、


老人居宅介護等事業に定期巡回・随時対応型訪問介護看護に係る事業を
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追加する。 


 


（国交要望－16） 


○ 関西国際空港株式会社が所有し、又は関西国際空港用地造成株式会社


から借り受ける固定資産のうち、直接本来の事業の用に供する一定の施


設に係る固定資産税及び都市計画税の課税標準の特例措置について、対


象を新関西国際空港株式会社が所有し、又は関西国際空港及び大阪国際


空港の一体的かつ効率的な設置及び管理に関する法律に規定する指定


会社から借り受ける固定資産のうち、直接本来の事業の用に供する一定


の施設及び環境対策事業の用に供する一定の土地とする。 


 


（国交要望－17、国交見直し－４） 


○ 北海道旅客鉄道株式会社、四国旅客鉄道株式会社及び九州旅客鉄道株


式会社が所有し又は借り受けている固定資産に係る固定資産税及び都


市計画税の課税標準の特例措置について、次の見直しを行った上、その


適用期限を５年延長する。 


⑴ 対象となる鉄道施設の貸し付けを行う法人から借り受ける固定資


産に変電所を追加する。 


⑵ 対象から旅客自動車運送事業の用に供する固定資産を除外する。 


なお、各会社の経営状況や株式上場の動向を勘案し、今後、必要な見


直しを行う。 


 


（国交要望－18） 


○ 国際船舶に係る固定資産税の課税標準の特例措置について、課税標準


を価格の 18 分の１（現行 15 分の１）とした上、その適用期限を３年延
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長する。 


 


（農水要望－６） 


○ 農林漁業有機物資源のバイオ燃料の原材料としての利用の促進に関


する法律の認定を受けた事業者が取得する一定のバイオ燃料製造設備


に係る固定資産税の課税標準の特例措置の適用期限を２年延長する。 


 


（国交要望－27）  


○ 特定都市河川浸水被害対策法に基づき都道府県知事等の許可を要す


る雨水浸透阻害行為に伴い設置される一定の雨水貯留浸透施設に係る


固定資産税の課税標準の特例措置について、価格に次の割合を乗じて得


た額を課税標準とした上、その適用期限を３年延長する。 


⑴ 大臣配分資産又は知事配分資産 ３分の２ 


⑵ その他の資産 ３分の２を参酌して２分の１以上６分の５以下の


範囲内において市町村の条例で定める割合 


 


（国交要望－33） 


○ 国鉄改革により北海道旅客鉄道株式会社、四国旅客鉄道株式会社及び


九州旅客鉄道株式会社並びに日本貨物鉄道株式会社が承継した本来事


業用固定資産に係る固定資産税及び都市計画税の課税標準の特例措置


の適用期限を５年延長する。なお、各会社の経営状況や株式上場の動向


を勘案し、今後、必要な見直しを行う。 


 


（国交要望－38） 


○ 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律に規定する鉄道事業再
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構築事業を実施する路線において取得する一定の家屋及び償却資産に


係る固定資産税及び都市計画税の課税標準の特例措置の適用期限を２


年延長する。 


 


（国交要望－41） 


○ 国内路線に就航する航空機に係る固定資産税の課税標準の特例措置


の適用期限を２年延長する。 


 


（要望にない項目等－10、国交要望－51、環境要望－９） 


○ 認定長期優良住宅に係る固定資産税の減額措置の適用期限を２年延


長する。 


 


（要望にない項目等－10、国交要望－52、厚労要望－32） 


○ 新築住宅に係る固定資産税の減額措置の適用期限を２年延長する。 


 


 


【廃止・縮減等】 


（厚労見直し－１） 


○ 生計困難者に対して、無料又は低額な費用で介護保険法に規定する介


護老人保健施設を利用させる事業の用に供する固定資産に係る固定資


産税及び都市計画税の非課税措置について、無料又は低額利用に係る入


所者の割合の算定方法の見直しを行う。 


 


（国交要望－18） 


○ 外国貿易船に係る固定資産税の課税標準の特例措置について、課税標
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準を価格の６分の１（現行 10 分の１）とする。 


 


（国交要望－24、25、国交見直し－２） 


○ 三大都市圏の特定市の市街化区域農地を転用して新築した一定の貸


家住宅及びその敷地に係る固定資産税の減額措置について、第一種中高


層耐火建築物である貸家住宅に係る減額割合を 初の３年間３分の２


減額、その後２年間２分の１減額（現行 初の５年間３分の２減額）と


した上、その適用期限を３年延長する。 


 


（国交要望－36） 


○ 日本貨物鉄道株式会社が取得する新たに製造された一定の機関車又


はコンテナ貨車に係る固定資産税の課税標準の特例措置について、対象


資産を限定した上、その適用期限を２年延長する。 


 


（国交要望－42） 


○ 成田国際空港株式会社がその事業の用に供する一定の施設に係る固


定資産税及び都市計画税の課税標準の特例措置について、課税標準を価


格の５分の４（現行４分の３）とした上、その適用期限を２年延長する。 


 


（環境要望－４、10、環境見直し－１、経産要望－28、厚労要望－20、国


交要望－28、農水要望－20、21） 


○ 公害防止用設備に係る固定資産税の課税標準の特例措置について、次


のとおり見直しを行った上、その適用期限を２年（⑶にあっては３年）


延長する。 


⑴ 対象から土壌汚染対策法に規定する特定有害物質による汚染を除
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去するための施設を除外する。 


⑵ 指定物質の排出抑制施設については、対象にフッ素系溶剤に係る活


性炭利用吸着式処理装置を含むドライクリーニング機を追加した上、


課税標準を価格の２分の１（現行３分の１）とする。 


⑶ 下水道除害施設については、価格に次の割合を乗じて得た額を課税


標準とする。 


イ 大臣配分資産又は知事配分資産 ４分の３ 


ロ その他の資産 ４分の３を参酌して３分の２以上６分の５以下の


範囲内において市町村の条例で定める割合 


 


（国交要望－40） 


○ 特定外貿埠頭の管理運営に関する法律に規定する指定会社等が国の


補助又は無利子貸付けを受けて取得した一定のコンテナ埠頭に係る固


定資産税及び都市計画税の課税標準の特例措置について、その適用期限


を２年延長した上、廃止する。 


 


（国交要望－34） 


○ 日本貨物鉄道株式会社が旧日本国有鉄道清算事業団又は独立行政法


人鉄道建設・運輸施設整備支援機構から基盤整備事業によって取得した


家屋及び償却資産に係る固定資産税及び都市計画税の課税標準の特例


措置について、所要の経過措置を講じた上、廃止する。 


 


（国交要望－35） 


○ 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構の用地内の日本貨物鉄


道株式会社の施設の移転が終了するまでの間、同機構が同社に無償で貸
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し付けている土地に係る固定資産税及び都市計画税の非課税措置につ


いて、所要の経過措置を講じた上、廃止する。 


 


（国交要望－37） 


○ 第三セクターが政府の補助を受けて取得し、日本貨物鉄道株式会社が


借り受ける鉄道貨物輸送の効率化のための線路設備等に係る固定資産


税の課税標準の特例措置について、所要の経過措置を講じた上、廃止す


る。 


 


（環境見直し－２、３、農水見直し－１、経産見直し－１） 


○ 廃棄物再生処理用設備に係る固定資産税の課税標準の特例措置を廃


止する。 


 


 


【その他】 


（国交要望－53、厚労要望－30） 


○ 観光立国の観点から重要な役割を果たすホテル・旅館の用に供する家


屋に係る固定資産評価の見直しについて、現在実施している実態調査等


の結果を踏まえ、家屋類型間の減価状況のバランスも考慮の上、具体的


な検討を進め、平成 27 年度の評価替えにおいて対応する。 


 


（要望にない項目等－５） 


○ 都道府県固定資産評価審議会の委員定数について、その上限（現行


12 人以内）を廃止する。 
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【検討事項】 


（要望にない項目等－６、７） 


○ 事業仕分け対象独立行政法人に係る固定資産税及び都市計画税の特


例措置並びに独立行政法人水資源機構がダムの用に供する家屋及び償


却資産に係る固定資産税の課税標準の特例措置の見直しについて、「独


立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月７日閣


議決定）を踏まえた独立行政法人の制度・組織の見直しの結果に沿って、


平成 25 年度税制改正において検討を行う。 


 


（要望にない項目等－10、国交要望－51、52、厚労要望－32、環境要望－


９） 


○ 新築住宅等に係る固定資産税の減額措置については、住宅ストックが


量的に充足している現状を踏まえ、住宅の質の向上を図る政策への転換、


適正なコストによる良質な住宅の取得等の住宅政策の観点から、平成


26 年度税制改正までに、社会経済の情勢を踏まえつつ、他の税目も含


めた住宅税制の体系と税制上支援すべき住宅への重点化等そのあり方


を検討する。 
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		00 最終整理案（表紙）

		（固定負担調整）最終整理案v4

		（固定資産税）最終整理案v9










平成 23年 12月 7日 


 


 
要望項目等に関する最終整理案 


［地方税］ 


 
【不動産取得税関係】 


（他税目に共通するものを含む） 


 







不動産取得税（案） 


 


 


【延長・拡充等】 


（国交要望－３） 


○ 東日本大震災により被災した鉄道事業法に規定する鉄道事業者が、東


日本大震災により鉄道事業の用に供することができなくなった鉄道施


設であって、同法に規定する鉄道事業の休止等の届出に係るものに代わ


るものとして建設する一定の要件を満たす鉄道施設の敷地の用に供さ


れる土地を取得した場合には、平成 29 年３月 31 日までに行われたとき


に限り、不動産取得税を非課税とする措置を講ずる。 


 


（文科要望－１） 


○ 図書館、博物館及び幼稚園に係る不動産取得税の非課税措置につい


て、対象に特例民法法人から一般社団法人又は一般財団法人に移行した


法人（非営利型法人であって、遊休財産額が一定の基準を満たすものの


うち、年間収入額 5,000 万円以下のものに限る。）が設置する図書館、


博物館及び幼稚園を追加する。 


 


（厚労要望－17） 


○ 老人居宅介護等事業、老人デイサービス事業、老人短期入所事業、小


規模多機能型居宅介護事業及び認知症対応型老人共同生活援助事業の


用に供する不動産に係る不動産取得税の非課税措置について、対象とな


る事業に複合型サービス福祉事業を追加するとともに、老人居宅介護等


事業に定期巡回・随時対応型訪問介護看護に係る事業を追加する。 
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（農水要望－４） 


○ 生前一括贈与に係る贈与税の納税猶予を 20 年以上（貸付け時におい


て 65 歳以上である場合には、10 年以上）受けている者が、農業経営基


盤強化促進法の規定に基づき農地等を貸し付けた場合に、贈与税の納税


猶予の継続を認められるときは、不動産取得税の徴収猶予を継続する措


置を講ずる。 


 


（国交要望－15） 


○ 新関西国際空港株式会社が関西国際空港及び大阪国際空港の一体的


かつ効率的な設置及び管理に関する法律の規定に基づく環境対策事業


の用に供する土地を取得した場合には、不動産取得税を非課税とする措


置を講ずる。 


 


（国交要望－19） 


○ 宅地評価土地の取得に係る不動産取得税の課税標準を価格の２分の


１とする特例措置の適用期限を３年延長する。 


 


（国交要望－20） 


○ 住宅及び土地の取得に係る不動産取得税の標準税率（本則４％）を


３％とする特例措置の適用期限を３年延長する。 


 


（国交要望－26） 


○ 河川法に規定する高規格堤防の整備に係る事業のために使用された


土地の上に建築されていた家屋について、移転補償金を受けた者が、当
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該土地の上に取得する代替家屋に係る不動産取得税の課税標準の特例


措置の適用期限を２年延長する。 


 


（国交要望－29） 


○ 新築住宅を宅地建物取引業者等が取得したものとみなす日を住宅新


築の日から１年（本則６月）を経過した日に緩和する不動産取得税の特


例措置の適用期限を２年延長する。 


 


（国交要望－29） 


○ 新築住宅特例適用住宅用土地に係る不動産取得税の減額措置（床面積


の２倍（200 平方メートルを限度）相当額の減額）について、土地取得


後の住宅新築までの経過年数要件を緩和する不動産取得税の特例措置


の適用期限を２年延長する。 


 


（国交要望－51、環境要望－９） 


○ 長期優良住宅の普及の促進に関する法律に規定する認定長期優良住


宅の新築に係る不動産取得税の課税標準の特例措置の適用期限を２年


延長する。 


 


 


【縮減・廃止等】 


（経産要望－17） 


○ 産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法に規定する


認定中小企業承継事業再生計画に従って譲渡される不動産に係る不動


産取得税の減額措置を廃止する。なお、平成 24 年３月 31 日までに中小
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企業承継事業再生計画の認定を受けた者等については、所要の経過措置


を講ずる。 


 


（国交要望－34） 


○ 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構が行う基盤整備事業に


伴い、日本貨物鉄道株式会社が取得する家屋に係る不動産取得税の特例


措置について、所要の経過措置を講じた上、廃止する。 


 


（国交見直し－３） 


○ 都市再生特別措置法に規定する都市再生緊急整備地域若しくは都市


再生整備計画の区域内において取得する一定の新築家屋（住宅の用に供


するものを除く。）に係る不動産取得税の課税標準の特例措置を廃止す


る。 


 


 


【その他】 


（経産要望－16） 


○ 独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構が、独立行政法人新エ


ネルギー・産業技術総合開発機構からの業務移管に伴い承継する不動産


について、所要の法整備を前提に、当該不動産の取得に係る不動産取得


税を非課税とする措置を講ずる。 


 


（国交要望－９） 


○ 独立行政法人海上災害防止センターの組織形態の見直しに伴い新組


織が承継する不動産又は自動車について、所要の法整備を前提に、当該
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不動産又は自動車の取得に係る不動産取得税又は自動車取得税を非課


税とする措置を講ずる。 
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		00 最終整理案（表紙）

		（不動産取得税）最終整理案v2










平成 23年 12月 7日 


 


 
要望項目等に関する最終整理案 


［地方税］ 


 
【軽油引取税関係】 


 


 


 







軽油引取税（案） 


 


【延長・拡充等】 


（警察要望－1、総務要望－4、農水要望－9、国交要望－43、防衛要望－1） 


○ 船舶の使用者が当該船舶の動力源に供する軽油の引取りに係る軽油


引取税の課税免除の特例措置の適用期限を３年延長する。 


 


（国交要望－43） 


○ 海上保安庁が設置し、及び管理する航路標識の電源の用途に供する軽


油の引取りに係る軽油引取税の課税免除の特例措置の適用期限を３年


延長する。 


 


（警察要望－2） 


○ 警察の用に供する電気通信設備を設置し、及び管理する者が当該設備


の電源の用途に供する軽油の引取りに係る軽油引取税の課税免除の特


例措置の適用期限を３年延長する。 


 


（防衛要望－1） 


○ 自衛隊の使用する機械を管理する者が自衛隊の使用する通信の用に


供する機械等の電源又は動力源の用途に供する軽油の引取りに係る軽


油引取税の課税免除の特例措置の適用期限を３年延長する。 


 


（総務要望－4） 


○ 消防庁及び地方公共団体が消防事務の用に供する電気通信設備の電


源の用途に供する軽油の引取りに係る軽油引取税の課税免除の特例措
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置の適用期限を３年延長する。 


 


（国交要望－43） 


○ 鉄道事業又は軌道事業を営む者等が鉄道用車両、軌道用車両等（日本


貨物鉄道株式会社にあっては、駅の構内等において専らコンテナ貨物の


積卸しの用に供するフォークリフト等の機械を含む。）の動力源に供す


る軽油の引取りに係る軽油引取税の課税免除の特例措置の適用期限を


３年延長する。 


 


（農水要望－7、農水要望－8） 


○ 農業又は林業を営む者等が動力耕うん機等の機械の動力源に供する


軽油の引取りに係る軽油引取税の課税免除の特例措置の適用期限を３


年延長する。 


 


（経産要望－11） 


○ 陶磁器製造業を営む者が陶磁器の製造工程における焼成及び乾燥の


用途に供する軽油の引取りに係る軽油引取税の課税免除の特例措置の


適用期限を３年延長する。 


 


（経産要望－7） 


○ セメント製品製造業を営む者が事業場内において専らセメント製品


又はその原材料の積卸しのために使用するフォークリフト等の機械の


動力源の用途に供する軽油の引取りに係る軽油引取税の課税免除の特


例措置の適用期限を３年延長する。 


 


2







（経産要望－6） 


○ 生コンクリート製造業を営む者が事業場内において専ら骨材の積卸


しのために使用するフォークリフト等の機械の動力源の用途に供する


軽油の引取りに係る軽油引取税の課税免除の特例措置の適用期限を３


年延長する。 


 


（経産要望－3） 


○ 電気供給業を営む者が汽力発電装置の助燃の用途等に供する軽油の


引取りに係る軽油引取税の課税免除の特例措置の適用期限を３年延長


する。 


 


（経産要望－4） 


○ 地熱資源開発事業を営む者が地熱資源の開発のために使用する動力


付試すい機の動力源の用途に供する軽油の引取りに係る軽油引取税の


課税免除の特例措置の適用期限を３年延長する。 


 


（経産要望－8、経産要望－9、経産要望－10） 


○ 鉱物の掘採事業を営む者が事業場内において専ら鉱物の掘採等のた


めに使用する機械の動力源の用途に供する軽油の引取りに係る軽油引


取税の課税免除の特例措置の適用期限を３年延長する。 


 


（国交要望－43） 


○ とび・土工工事業を営む者が工事現場において専らくい打ち等のため


に使用する建設機械の動力源の用途に供する軽油の引取りに係る軽油


引取税の課税免除の特例措置の適用期限を３年延長する。 
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（経産要望－5） 


○ 鉱さいバラス製造業を営む者が事業場内において専ら鉱さいの破砕


等のために使用する機械の動力源の用途に供する軽油の引取りに係る


軽油引取税の課税免除の特例措置の適用期限を３年延長する。 


 


（国交要望－43） 


○ 港湾運送業を営む者が港湾において専ら港湾運送のために使用され


るブルドーザー等の機械の動力源の用途に供する軽油の引取りに係る


軽油引取税の課税免除の特例措置の適用期限を３年延長する。 


 


（国交要望－43） 


○ 倉庫業を営む者が倉庫において専ら当該倉庫業のために使用するフ


ォークリフト等の機械の動力源の用途に供する軽油の引取りに係る軽


油引取税の課税免除の特例措置の適用期限を３年延長する。 


 


（国交要望－43） 


○ 鉄道（軌道を含む。）に係る貨物利用運送事業又は鉄道貨物積卸業を


営む者が駅の構内において専ら積込み事業等のために使用するフォー


クリフト等の機械の動力源の用途に供する軽油の引取りに係る軽油引


取税の課税免除の特例措置の適用期限を３年延長する。 


 


（国交要望－43） 


○ 航空運送サービス業を営む者が空港等において専ら航空機への旅客


の乗降等のために使用する機械の動力源の用途に供する軽油の引取り
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に係る軽油引取税の課税免除の特例措置の適用期限を３年延長する。 


 


（環境要望－5） 


○ 廃棄物処理事業を営む者が廃棄物の埋立地内において専ら廃棄物の


処分のために使用する機械の動力源の用途に供する軽油の引取りに係


る軽油引取税の課税免除の特例措置の適用期限を３年延長する。 


 


（農水要望－8） 


○ 木材加工業を営む者が事業場内において専ら木材の積卸しのために


使用する機械の動力源の用途に供する軽油の引取りに係る軽油引取税


の課税免除の特例措置の適用期限を３年延長する。 


 


（農水要望－8） 


○ 木材市場業を営む者が事業場内において専ら木材の積卸しのために


使用する機械の動力源の用途に供する軽油の引取りに係る軽油引取税


の課税免除の特例措置の適用期限を３年延長する。 


 


（農水要望－8） 


○ たい肥製造業を営む者が事業場内において、専らたい肥の製造工程に


おいて使用する機械等の動力源の用途に供する軽油の引取りに係る軽


油引取税の課税免除の特例措置の適用期限を３年延長する。 


 


 


（国交要望－43） 


○ 索道事業を営む者がスキー場において専ら当該スキー場の整備のた
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めに使用する積雪を圧縮するための特殊な構造を有する装置を備えた


機械等の動力源の用途に供する軽油の引取りに係る軽油引取税の課税


免除の特例措置の適用期限を３年延長する。 


 


 


【廃止・縮減等】 


（総務要望－2） 


○ 電気通信事業者が一定の電気通信設備の電源の用途に供する軽油の


引取りに係る軽油引取税の課税免除の特例措置を廃止する。 


 


（総務要望－2） 


○ 基幹放送事業者等が放送設備を設置する家屋に固定された自家発電


装置の電源の用途に供する軽油の引取りに係る軽油引取税の課税免除


の特例措置を廃止する。 


 


（経産見直し－2、経産見直し－3） 


○ 建設用粘土製品製造業を営む者が建設用粘土製品の製造工程におけ


る焼成及び乾燥の用途に供する軽油の引取りに係る軽油引取税の課税


免除の特例措置を廃止する。 


 


（経産見直し－4） 


○ 鉄鋼業を営む者がペレット等の製造工程における熱処理等の用途に


供する軽油の引取りに係る軽油引取税の課税免除の特例措置を廃止す


る。 
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（警察要望－3） 


○ 自動車教習所業を営む者が自動車教習所において自動車の運転に関


する技能の教習のために使用する教習指導員若しくは技能検定員が危


険を防止するための応急の措置を講ずることができる装置等の動力源


の用途に供する軽油の引取りに係る軽油引取税の課税免除の特例措置


を廃止する。 


 


（経産要望－12） 


○ ゴルフ場業を営む者がゴルフ場において専ら当該ゴルフ場の整備の


ために使用する芝生を刈り込むための装置を備えた機械等の動力源の


用途に供する軽油の引取りに係る軽油引取税の課税免除の特例措置を


廃止する。 


 


 


【検討事項】 


○ 軽油引取税に係る課税免除措置の適用期限延長後の取扱いについて


は、地球温暖化対策や燃料課税全体のあり方に関する議論もあることか


ら、東日本大震災からの復興状況、課税免除措置廃止による国民生活へ


の影響、国・地方を通じた財政事情等も勘案しつつ、引き続き検討する。 
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		00 最終整理案（表紙）

		（軽油引取税）最終整理案v3










平成 23年 12月 7日 


 


 
要望項目等に関する最終整理案 


［地方税］ 


 
【納税環境整備関係】 







納税環境整備（案） 


 


【検討事項】 


○ 納税環境の整備については、納税者の利益の保護に資するとともに、


税務行政の適正かつ円滑な運営を確保する観点から、引き続き検討を行


う。 


 


○ 番号制度の導入に伴い税務分野において必要となる対応については、


「社会保障・税番号大綱」（平成 23 年６月 30 日 政府・与党社会保障


改革検討本部決定）を踏まえ、「番号法案」の具体化を受けて検討を行


う。 
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		00 最終整理案（表紙）

		（納税環境整備）最終整理案










平成 23年 12月 7日 


 


 
要望項目等に関する最終整理案 


［地方税］ 


 
【その他の税目等関係】 


（他税目に共通するものを含む） 


 


 







沖縄関連税制（案） 


 


 


 


 


 


 


 


Ｐ 


1







車体課税（案） 


 


 


 


 


 


 


 


Ｐ 
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環境関連税制[地方税]（案） 


 


 


 


 


 


 


 


Ｐ 
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その他の税目等（案） 


 


【拡充・延長等】 


（国交要望－10） 


○ 国から新関西国際空港株式会社に出資される固定資産のうち固定資


産税が課されるものについて、国有資産等所在市町村交付金の交付対象


から除外する措置を講ずる。 


 


（厚労要望－17） 


○ 老人居宅介護等事業、老人デイサービス事業、老人短期入所事業、小


規模多機能型居宅介護事業及び認知症対応型老人共同生活援助事業の


用に供する施設に係る事業所税の非課税措置について、対象となる事業


に複合型サービス福祉事業を追加するとともに、老人居宅介護等事業に


定期巡回・随時対応型訪問介護看護に係る事業を追加する。 


 


（国交要望－39） 


○ 都道府県の条例で定める路線の運行の用に供する一般乗合用のバス


に係る自動車取得税の非課税措置の適用期限を２年延長する。 


 


【検討事項】 


（内閣要望－３、総務要望－３） 


○ 郵便貯金銀行及び郵便保険会社等に係る税制上の措置については、消


費税を含む税制の基本的な考え方等に基づき、国会や与党におけるこれ


までの議論、「郵政改革の基本方針」（平成 21 年 10 月 20 日閣議決定）


等に沿った検討も踏まえつつ、ユニバーサルサービスの担保等のための


政策のあり方の観点から、引き続き所要の検討を行う。 
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平 成 2 3 年 度  第 2 4 回  税 制 調 査 会  


 
 


日時：平成２３年１２月７日（水）午後６時１５分～７時３０分  


場所：合同庁舎第４号館１１Ｆ   共用第１特別会議室  


 


 


１．開会             ６：１５  


 


２．残された課題の取りまとめ案 ６：１５～６：２５ 


 


３．要望項目等に関する最終整理案 ６：２５～６：４５  


 


４．「社会保障・税一体改革について」等 


  ６：４５～７：３０  


 


５．閉会             ７：３０  





